財政のあらまし（２０１１－Ⅰ　１２７号）の概要

石川県の財政状況
Ⅰ　近年の財政状況はどうですか。(P13)
１　バブル経済崩壊後の景気対策の実施とその影響(P13)
· 平成４年度以降、国の経済対策に呼応し、積極的に社会資本を整備

· 他県が公共投資を抑制し始めた平成11年度以降も数年にわたり、景気対策のために他県に比して高水準の公共投資を実施
· この間、能登空港などの交通ネットワークや県立音楽堂などの文化発信のためのプロジェクト、いしかわ特別支援学校やいしかわ総合スポーツセンターなどの福祉･教育施設、下水道などの生活に密着した社会資本の整備が進み、県民生活の利便性や質の向上に大きく寄与
[image: image1.emf]石川県 全国平均

全国順位

平成２１年度末県債残高

標準財政規模

　　３．９０倍 　　　４位 　　３．０８倍

（参考）平成２０年度末県債残高

　　　　標準財政規模

　　３．７６倍 　　　７位 　　２．８５倍

(注)　全国順位は高い方からの順位です。

区　　分


　　　　
　(注1)　普通建設事業費とは、公共投資(投資的経費)のうち災害復旧費を除いたもの

　　　　　(注2)　平成3年度を100とした指数
　　　　　(注3)　一般会計と特別会計の一部を合算した指数
· 一方で積極的に公共投資を行った結果、その財源である県債の発行額も増加

· 県債残高は平成14年度に１兆円を突破するとともに、標準財政規模に対する割合も、転貸債（復興基金分）を除いた実質ベースで、平成21年度で全国4位と極めて高い水準

· 県債の償還費である公債費（元金）も平成3年度の約3.7倍の水準となっており、本県財政の大きな圧迫要因
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（注1）一般会計決算額で、特定資金公共投資事業債分を除く

（注2）転貸債とは、復興基金(500億円)の造成に必要な資金を(財)能登半島地震復興基金に貸し付けるために発行したもの

（注3）公債費（元金）は借換債及び繰上償還分を除く
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　　　[image: image2.emf]県民１人当たり県債残高  ２７６，７０７円 １，０４１，２０９円

   ２７６．３％

県民１人当たり公債費 　 ３３，８２４円  　 　 ８１，０８７円

   １３９．７％

（注）　借換債充当公債費、特定資金公共投資事業債、繰上償還を除いたものです。

伸　率 平成２２年度 区　　分 平成３年度


２　金融危機後の県税の状況(P15)
· 平成20年秋の米国の金融危機以降の景気低迷により、税収（実質県税）は、当初予算ベース
で平成21年度と平成22年度の2年間で合計420億円の大幅な減収を計上
　　　・平成23年度の当初予算は、景気の持ち直しの動きを反映し、前年度当初予算に比べ100億円増の見込みであるが、実質交付税とあわせた額では金融危機前の平成20年度当初予算を若干下回る状況
· 東日本大震災の影響など先行きに不透明感があり、依然として厳しい財政環境
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４　減少する基金残高(P16)
· 公債費が依然として高い水準であり、社会保障関係経費は大幅に増加するという厳しい財政
状況の下、平成16年度から平成22年度にかけて、財政調整基金及び減債基金で310億円の取り崩しを行った結果、平成15年度末に約600億円あった2基金の現在高は約320億円にまで減少
· 平成23年度当初予算においても2基金で70億円の取り崩しを余儀なくされており、本県財政は基金の取り崩しがないと収支が均衡しない厳しい状況
　　　　[image: image3.emf]石川県 全国平均

全国順位

平成２１年度末基金残高

標準財政規模

　　　１１．３％ 　　　　　８位 　　　　６．０％

（参考）平成２０年度末基金残高

　　　　標準財政規模

　　　１２．１％ 　　　　　７位 　　　　６．０％

（注）１　基金は財政調整基金と減債基金の合計です。

　　　２　全国順位は高い方からの順位です。

区　　分


[image: image8.png]180
160
140
120
100
80
60
40

LTREREXARDEB (H3=100LL1-HEH)

Nv\
NN

T

—— e
— 2

3 45 6 78 91011121314 151617 1819 20 21 (%





（注）平成14年度末の減債基金の増は、県庁舎整備基金約76億円を積替えたことによるもの
５　財政指標の状況(P17)
・財政の弾力性を示す経常収支比率は、職員費を縮減したため、平成20年度の96.7から95.3％（全国平均95.2％）と改善したものの、今後も引き続き社会保障関係経費の増加が見込まれることから、さらなる悪化が懸念されるところ

・実質公債費比率は、公債費の増加により、平成20年度の14.4％から平成21年度は15.4％（全国平均14.4％）と悪化
　　　　[image: image4.emf]石川県 全国平均

全国順位

平成２１年度経常収支比率 　　　９５．３％ 　　２４位 　　　９５．２％

平成２１年度実質公債費比率 　　　１５．４％ 　　３４位 　　　１４．４％

(注)　全国順位は低い方からの順位です。

区　　分


Ⅱ　今後の財政見通しはどうなりますか。(P18)
１　厳しさが続く地方財政(P18)
　　　・平成23年度の地方財政計画では、一般財源総額は前年度並みの水準が維持されたものの、
社会保障関係経費の自然増との関係から見ると十分な額が確保されていない状況
　　　・国の財政運営戦略に基づく中期財政フレームにより地方にも歳出抑制が求められる中にあって、今後の地方財政の見通しは不透明

２　義務的経費の負担が県財政を圧迫(P18)
・公債費は、県債の新規発行の抑制により、臨時財政対策債及び転貸債（復興基金分）を除いた通常債のベースではピークを越え、今後減少する見込みであるが、なお高負担が継続

・社会保障関係経費の増加傾向は今後も変わらず、退職手当も今後高い水準で推移するなど、これらの義務的経費が県財政を圧迫する極めて厳しい状況
３　新たな「財政の中期見通し」(P18)
・昨年11月に新たな「財政の中期見通し」を作成し、今後の財政収支を見積
・社会保障関係経費の増加等により、平成23年度から平成27年度までの今後5年間累計で290
億円程度の収支不足を生じる見込み
・平成22年度末の財政調整基金、減債基金の2基金残高は約320億円であることから、このまま
では今後5年間で基金がほぼ枯渇
　　　・こうした中、新長期構想の実現など今後の財政需要に備えるため、基金の取り崩しに頼らない実質的な単年度収支均衡に向けて、引き続き歳入・歳出にわたる行財政改革に取り組み、自立的かつ持続可能な行財政基盤の確立が必要
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Ⅲ　どのように対応するのですか。(P20)
１　「石川県行財政改革大綱２０１１」の策定(P20)
・平成19年に策定した「石川県行財政改革大綱２００７」ついて積極的に取り組んできた結果、職員数の削減について平成19年度から平成23年度までに250人程度削減する計画を１年前倒しで達成したほか、改革項目のほとんどを平成22年度末に概ね達成
・このため、同大綱を１年前倒しして見直し、新たに平成23年度から平成27年度までを実施期間とする「石川県行財政改革大綱２０１１」を策定
・「コストの縮減、質の充実、未来へつなぐ、いしかわの改革」を基本コンセプトに、行政コストを縮減する「量の改革」に加え、本格的な分権型社会の到来を見据え、県民への行政サービスを向上させる「質の改革」を実施
２　厳しい財政状況下での財政健全性の維持(P20)
　・新たな「財政の中期見通し」を踏まえ、以下のとおり財政運営を見直し、行政のスリム化と財

政の健全性の維持を図る

～ 厳しい財政状況下での財政健全性の維持 ～
（基本方針）
◎基金の取り崩しに頼らない持続可能な財政基盤の確立

　　　　・臨時財政対策債に係る公債費の増などが地方交付税にルールどおり上積みされるこ

とを前提に、基金の取り崩しに頼らない単年度収支の均衡を目指す

　　　　・それまでの間においても、財政調整基金等の取り崩しを極力抑制し、今後の財政

負担に対応できる基金残高を確保
　　◎県債残高の抑制

　　　　臨時財政対策債、能登半島地震復興基金に係る転貸債を除き、県債残高を前年度以下
　　　　の水準に抑制

　　◎地方交付税の確保と税制の抜本改革についての国への要請

　　　　増加する社会保障関係経費を将来にわたり賄うための安定財源が確保されるよう、国
に対し積極的に要請

３　「石川県行財政改革大綱２０１１」に基づいた平成23年度の主な取り組み(P22)
・これまで実施してきた行財政改革の様々な取り組みによって、職員費（退職手当除き）は平成14年度と比べて216億円余の削減を行ったほか、県債残高（臨財債・転貸債除き）も減少を続けており、財政健全化に向け一定の成果
[image: image5.emf]△印減（単位：人）

Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

4,021 3,939 3,872 3,782 3,669 3,585 3,551 3,519 3,482

対前年度増減 △ 58 △ 82 △ 67 △ 90 △ 113 △ 84 △ 34 △ 32 △ 37

対H14比増減（H14：4,079人） △ 58 △ 140 △ 207 △ 297 △ 410 △ 494 △ 528 △ 560 △ 597

（注）　職員数は、正規職員代替の短時間再任用の職員を含んだものです。

知事部局職員数の推移



職員数

△印減（単位：百万円）

Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ H22-H14

職員費 170,968 163,810 162,702 163,589 160,307 160,953 156,381 150,440 148,569 △ 22,399

うち退職手当除き 154,570 149,871 149,005 147,803 145,055 143,003 139,077 134,407 132,891 △ 21,679

（注）　一般会計決算の状況です。平成22年度は決算見込です。

職員費の推移   
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